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法人税収の推移
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(注) １.法人税収は、令和３年度までは決算額、令和４年度は予算額による。
２.所得金額（繰欠控除前）は、国税庁「会社標本調査」による。なお、平成17年度までは2/1～1/31、平成18年度以降は4/1～3/31に終了した事業年度を対象としている。 （年度）

景気後退期
（リーマン
ショック後）

景気後退期
（ITバブル後）景気後退期

（バブル
後）

景気後退期
（アジア通貨
危機後）

所得金額
(繰欠控除前)

【右軸】

法人税収
【左軸】

4
予算
（22）

（兆円）

４

（兆円）
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欠損法人数（資本金１億円超）

欠損法人数（資本金１億円以下）

全法人数

（万社）

繰越控除制限(24年４月
以降開始事業年度：

100％→80％)の改正によ
り、欠損法人減少

(年(度)分)

(注) １.国税庁「会社標本調査」による。

２.平成17年分以前は各年の２月１日から翌年の１月31日まで、平成18年度分以降は各年の４月１日から翌年の３月31日までの間に終了した事業年度を対象期間としている。

３.平成19年度以前は、資本金１億円未満・１億円以上で集計している。

４.平成25年度以前は、連結法人は資本金１億円超（以上）に該当するものとして、平成26年度以降は資本金階級別に集計している。

(単位：％)

令２年度
利益計上
(万社)

欠損
(万社)

合計
(万社)

欠損法人
割合(％)

大 1.3 0.6 1.8 30.1

中小 103.8 173.4 277.2 62.6

合計 105.1 174.0 279.1 62.3

欠損法人割合 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2
大企業 32.6 38.1 42.4 45.8 46.2 45.6 44.6 47.6 49.0 47.4 47.2 49.8 48.7 45.9 45.5 42.7 43.5 51.3 53.6 50.0 47.1 34.6 24.8 24.6 23.5 23.3 23.0 24.4 27.2 30.1

中小企業 50.0 53.3 59.3 63.0 64.7 65.0 65.1 67.6 70.2 68.7 68.7 69.2 68.4 67.4 67.4 66.7 67.4 71.7 73.0 73.0 72.6 70.6 68.6 66.7 64.6 63.8 62.9 62.4 61.8 62.6

法人数及び欠損法人数の推移
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